
開催日時・会場

№
ページ

数
主なご意見（要約） ご意見への対応

1 －

　行政評価市民フォーラム、市民ア
ンケート、市民ワークショップ等の
意見は、どのように計画に反映され
たのか。

　計画の作成にあたっては、多摩市自治基本条例第24条
（計画策定過程等への参画）に基づき、ワークショッ
プ、アンケート等を実施し、多くの意見をいただきまし
た。その意見は、学識経験者や公募市民等で構成される
総合計画審議会や市内部の策定委員会等の場に示し、そ
の意見を踏まえた議論により、計画に反映しています。

2
第1編

第１期
基本計
画の評
価

P17
　第１期基本計画で成果目標値に達
しなかった施策は、第２期基本計画
でどのように見直したのか。

3
　第１期基本計画で、達成できた事
業、継続する事業、新規で行う事業
を明確に記載すべきである。

4

３つの
取り組
みの方
向性

P18-

20

　３本の柱の一つである「市民がデ
ザインするまち」を実現するために
は、もっと積極的にＩＣＴ（オープ
ンデータ等）を活用すべきである。

　いただいたご意見を踏まえて、P19 「(2) 市民がデザ
インするまち・多摩の創造」の文章中に、「ＩＣＴの利
活用」を追記します。

5

　インターネットを活用した情報発
信・共有を充実（事前の資料公開、
インターネットで動画配信等）させ
て欲しい。

6
　他自治体と比較・分析し、その結
果を積極的に公開すべきである。

7
　無作為抽出で選ばれた市民が意見
を言い合う場は、今後も充実して欲
しい。

　無作為抽出（住民基本台帳から男女比、年齢構成等を
配慮した上で抽出）のメリットは、より幅広い年齢層
の、これまで参加する機会のなかった方から、多様な意
見が伺えることです。
　これまで、行政評価市民フォーラム、都市計画マス
タープランのワークショップなど、様々な場面で、無作
為抽出で選ばれた方を中心に議論いただき、計画に反映
させてきました。今後も、市民の皆さんの提案・話し合
いの場を広げていくため、無作為抽出の取り組みを進め
ます。

〇市民説明会でのご意見への対応について
（第五次多摩市総合計画第２期基本計画）

項目

　①平成26年12月10日(水)関戸公民館第３学習室（20名参加）

　②平成26年12月20日(土)永山公民館ベルブホール（39名参加）

　本計画の進行管理は、ＰＤＣＡマネジメントサイクル
に則し、行政評価の手法をもって行っています。毎年
度、施策の進捗状況を点検・評価し、目標達成に向けた
見直しを行っています。
　第１期基本計画で成果目標値に達しなかった約30％の
施策は、各年度の行政評価の結果を踏まえて、第２期基
本計画の「施策の方向性」や「今後の重点的な取り組
み」に反映しています。
　なお、毎年度の行政評価の結果は、「行政経営報告
書」として公開しています。

全般的な意見

延べ意見数：37件

　市民主体のまちづくりを進めるためには、わかりやす
く積極的な情報提供や、情報の比較・分析が不可欠で
す。
　今後、いただいたご意見を参考にしながら、よりわか
りやすい情報提供や、活用の方法について、検討しま
す。
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№
ページ

数
主なご意見（要約） ご意見への対応項目

8
第1編

３つの
取り組
みの方
向性

P18-

20

　ボランティアの活用・ボランティ
ア団体との連携についてはどのよう
に考えているのか。

9

　ＩＣＴの活用は、お金がかかるた
め、市職員の力だけでは限界があ
る。定年後の人材活用を検討しては
どうか。

10

　行政はボランティアを都合よく考
えているところがある。公助として
やるべきこととボランティア活動と
の関係はどうなるのか。

　まちづくりを進める上では、自治基本条例に基づき、
市民、ＮＰＯ、行政など多様な担い手が、対等な立場で
協働・連携することが重要です。今後、ボランティアの
皆さんとも、適切に役割分担しながら、取り組みを進め
ていきます。

11

計画期
間中の
想定人
口

P21-

22

　今後の人口減少、年齢構成の変化
をどのように考えているのか。

12
　今後、市の魅力を高め、生産年齢
人口を呼び込む施策はあるのか。

13
　都市間競争で人口を奪い合う必要
はない。人口減少社会を前提に考え
るべきである。

14 第2編 政策C2 P88

　施策の成果目標値は、横ばいで良
いのか。例えば、施策C2-1の成果目
標値④「市民一人当たりの、図書館
の個人貸出冊数及びリサイクルで頒
布した資料数」は、現状維持を目指
している。

 「施策の成果目標値」とは、施策の成果を数値でわかり
やすく示すものです。施策C2-1の成果目標値④につい
ては、「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の策
定にあたり、文部科学省に設置された会議では、市町村
の人口規模に応じた目標基準を例示しおり、人口一人当
たりの貸出し点数を10万人から15万人規模では11冊と
していること、また、これまでの実績がやや減少傾向に
あることから、現状維持を目標としています。

15 政策E1
P107,

111

　防犯・防災面から、空き家対策を
十分して欲しい。

　近年、高齢化の進展等により、空き家が増加してお
り、防犯・防災等の面から、全国的に課題となっていま
す。
　今後、国の動向を踏まえて、私有財産である「空き家
を出さない」、「空き家を有効活用する」ことを含め、
総合的・計画的な対策を進めます。

16 政策E2
P115-

117

　団地の建替えにあたっては、無理
に建替えを誘導するのではなく、本
当に必要なときに支援することが大
切である。

　団地の建替えにあたっては、住民の皆さんとの対話を
重視しながら、長期的な視野を持って取り組んでいきま
す。

17 政策E2
P115-

119

　聖蹟桜ヶ丘駅周辺を整備する際
は、歩行者の安全を図るなど、自動
車よりも人にやさしい整備にして欲
しい。

　今後、聖蹟桜ヶ丘駅周辺の整備に当たっては、多摩市
道路整備計画に基づき、歩道の設置や狭小な歩道の拡幅
など、人にやさしい整備を進めます。

　今後、国全体が人口減少時代へと突入したことから、
本市もゆるやかに人口減少に向かうものと考えられま
す。また、年齢構成についても、年少人口及び生産年齢
人口は減少し、高齢者人口は増加するものと見込まれま
す。
　本計画では、まちの魅力を高める取り組みを進めるこ
とにより、年齢構成を意識しつつ、人口総数の推移を横
ばい、ないしは微減に留めることを目指しています。
　市の魅力を高める取り組みとしては、多摩ニュータウ
ン再生や聖蹟桜ヶ丘駅周辺の面的整備に向けた施策の推
進、産業、市民活動、子育て、教育施策の充実など、
様々な組み合わせの相乗効果により行っていきます。

　計画の実現には、行政では対応が困難な部分や、多様
なニーズに柔軟に対応できる市民の皆さんの力が不可欠
です。
　今後、ボランティアの皆さんの力を活かせるように、
介護ボランティアポイント制度などの取り組みや、ボラ
ンティア団体との連携を進めていきたいと考えていま
す。
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№
ページ

数
主なご意見（要約） ご意見への対応項目

18 第2編 政策F1
P127,

  131

　今後も、公共施設等に太陽光パネ
ルを設置するのか。

　今後も、国の動向等を踏まえつつ、自立分散型エネル
ギーの普及と、低炭素社会の実現を図るため、公共施設
等への太陽光パネルの設置を進めます。

19
第3編

行財政
改革の
取り組
み

P138-

140

　「公共施設の見直し方針と行動プ
ログラム」を策定し、施設の削減を
進めるようだが、市も職員数を削減
すべきである。

　職員数については、アウトソーシングの導入、業務の
見直し、指定管理者制度の活用など様々な取り組みによ
り、削減に取り組んでいます。

20

公共施
設等の
マネジ
メント

P138-

140

　多摩市は子育て施策が充実してい
ると感じて転入してきたが、公共施
設の見直しにより、自宅近くの児童
館がなくってしまうことが不満。

21

　図書館のあり方について、建設的
な話し合いをするためには、行政側
がしっかりと住民の声に耳を傾ける
必要がある。

22
　多摩市には、中央図書館がなくて
不便である。近隣市にはあるのに、
どうしてないのか。

23
　複合施設は地域の核であり、存続
させるべき。市長は地元に出向いて
十分な説明をするべき。

24

　複合施設は、お年寄りと子どもな
ど異年齢の交流があり、子どもの成
長には魅力的である。施設機能ごと
に集約するのではなく、複合施設と
して残して欲しい。

25
　公共施設の見直しで複合施設がな
くなると、現実にコミュニティ活動
している人が困ってしまう。

26

　公共施設の見直し問題を先送りす
れば、それは次の世代のコストとし
て残ってしまうので、先送りせず見
直していく必要がある。

27
　今後の子どもたちにツケを回さな
いで、まちづくりを進める視点が重
要である。

28
　図書館は、ボランティアを活用す
るなどして、残して欲しい。

29

　特に社会教育分野において、公共
施設再編の理由や、公共施設の見直
しで目指すサービスのあり方を明記
すべき。

　平成２５年１１月に策定した「多摩市公共施設の見直
し方針と行動プログラム」は、公共施設の更新にかかる
負担を次世代に先送りにせず、持続可能なまちづくりに
寄与することを目的としています。
　これまでは既存の公共施設（ハード）を存続させなが
らも人件費を含む事業（ソフト）に重点を置いた行財政
改革に取り組んできました。これからも弛まず行財政改
革に取り組む必要があることは当然のことですが、市税
収入減少の加速や社会保障に対する支出の増加などによ
り財政の見通しが大変厳しくなることが見込まれます。
　そうした中で、短期間で集中的に整備してきた公共施
設が老朽化により更新の時期を一斉に迎えるという、多
摩市が初めて経験する事態に直面しています。大規模改
修の対象となる築３０年以上の公共施設は、１０年後に
は全体の約８０％になる見込みです。今後、全ての公共
施設を更新していくことは大変困難となっています。人
口の急激な増加に伴い、高い水準で整備してきた公共施
設の全てを現状のまま維持していくには莫大な財政負担
が必要となり、今後高齢化の急速な進展等に伴って見込
まれる新たなニーズに対応できないことにもなりかねま
せん。
　そこで、同プログラムの取り組みを通じて、施設総量
の縮減を含む見直しを行い、残す施設は適切に更新して
有効な活用をすることなどにより、将来の市民ニーズに
的確に対応した市民サービスの提供を図ります。そのよ
うな視点で同プログラムでは児童館、図書館、公民館を
はじめとする個別施設の大きな方向性をお示ししていま
す。
　パルテノン多摩などの大規模施設については、規模が
大きいことから見直しの検討に時間がかかっています
が、見直しについては、着実に進めてまいります。しか
し、大規模施設の見直しだけでは、市の公共施設にかか
る課題の解決とはならないものと考えています。
同プログラムは、確定済みの事業計画という性質のもの
ではく、市民の皆さんとの意見交換等を通じてより良い
案があれば軌道修正していく性質のものですが、人口減
少、高齢化の進展等に備えた持続可能なまちづくりの観
点からのご理解をぜひいただきたいと考えています。今
後も市民の皆さんに丁寧な説明を重ね、市民の皆さんと
ともに取組を進めていきます。
　「図書館のあり方」とは、施設に限定するものではな
く、運営全般として考えています。「分散型」は、従来
どおりのものですが、「集約型」は、図書館運営に関わ
る資源（人、モノ、カネ）を本館及び拠点館に集中する
ことも想定しています。例えば、資料（図書・雑誌な
ど）の配置について、現在は、各図書館の各分野別所蔵
資料数の比率がほぼ同じであるものを、本館、拠点館、
地域館により、利用動向等に応じて見直し、専門的な資
料は本館、過去10年間に刊行された資料は本館及び拠点
館、よく利用される小説、旅行書、健康関係の資料を地
域館にというように改めていきたいと考えています。こ
れも、「分散型から集約型へ」へ向けた取り組みです。
ついては、この部分については、削除することは適当で
はないと考えます。
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№
ページ

数
主なご意見（要約） ご意見への対応項目

30
第3編

　今回も総論賛成、各論反対の意見
が出た。全市的な視点が必要。

31
　全体の中でどの部分を削減してい
くか、丁寧に説明していく必要があ
る。

32
　全ての公共施設を残していくのは
難しいと思う。

33
　多摩市は不交付団体であり、不交
付団体にしかできない独自事業を行
うべきである。

34
　現在、不交付団体であり健全財政
であるが、今後もこの財政状況を続
けられる見通しなのか。

35
　企業誘致の今後の方向性はどう
か。また、法人市民税の見通しは。

　本市は、将来にわたって安定した税収の確保と雇用機
会を創出するため、企業誘致条例を制定し、これまで８
企業が制度を活用して立地（平成26年末時点）するな
ど、安定した税収を確保してきました（平成25年度決算
では、法人の新規事業所開設や新規設備投資の増加によ
り、3.6億円の増収）。今後も、引き続き、企業誘致の
取り組みを推進します。
　法人市民税の見通しについては、法人の固定資産税
（償却資産）が増加傾向にあります。今後も、中小企業
も含めて産業振興を続け、市税の増収を図ります。

36

　歳入の確保について、寄附やふる
さと納税の充実が必要である。例え
ば、サンリオピューロランドと連携
してはどうか。

　本市は、寄附という資金面での市民協働を通して、ま
ちづくりを推進することを目的に、寄附条例を平成21年
に制定し、寄附に関する取り組みを進めています。いた
だいたご意見については、貴重なご意見として今後の参
考にさせていただきます。

37
財政の
見通し

P142-

150

　本計画は、予算と連動しているの
か。

　本計画の進行管理は、ＰＤＣＡのマネジメントサイク
ルに則し、行政評価の手法をもって行います。本計画の
達成に向けて、行政評価による計画の進行管理と予算と
の連動に取り組んでいます。

P141
財政の
状況

　本市は、全国でも数少ない普通交付税が交付されない
不交付団体であり、全国の自治体の中でも財政力の高い
団体といえます。
　しかし、今後の収支見通しからは、引き続き財源不足
が予測されるとともに、多摩ニュータウン開発とともに
歩みを進めてきた本市の大きな課題である公共施設の老
朽化等への対応が迫られています。
　今後、国の動向や社会経済状況を十分見極めながら、
不断の歳出削減と新たな歳入確保に努めるとともに、行
財政改革を確実に進め、健全財政を目指していきます。
独自事業については、地域の実情に合わせて展開してい
きます。

（No.20-29の回答と同じ）

公共施
設等の
マネジ
メント

P138-

140
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